
（４－２－Ⅴ）

総 合 評 価

〔概要〕

施策目標４－２－Ⅴ 産業の特性に応じた雇用の安定を図ること施策目標

（法案名）

「港湾労働法施行規則の一部を改正する省令案」等

１ 評価テーマの設定

〔背景事情〕

港湾運送の波動性に効率的かつ的確に対応するための企業外労働者を

活用する方策として、港湾運送事業主に雇用される常用労働者を港湾運

送事業主間で活用していくための「港湾労働者派遣制度」の導入等を内

容とする「港湾労働法の一部を改正する法律 （平成１２年法律第７２評価の背景事情 」

号。以下「改正法」という ）が平成１２年１０月１日に施行され、規。

制改革の影響や貨物輸送のコンテナ化等の近代的荷役の進展等に対応す

るための新たな港湾労働体制がスタートした。平成１３年１１月２９日

には、港運労使間において、港湾における荷役作業の２４時間３６４日

の実施（港湾のフルオープン化）の合意がなされるなど、改正法施行後

において、港湾労働を取り巻く環境に新たな変化が生じてきており、こ

うした新たな環境の変化も踏まえた今後の港湾労働対策の在り方を検討

する必要がある。

〔契機等〕

「港湾労働法の一部を改正する法律 （平成１２年法律第７２号）附」

則第４条において 「政府は、この法律の施行後３年を経過した場合に、

おいて、新法の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、新法

の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする 」とされている。。

職業安定局建設・港湾対策室担 当 局 課

２ 評価の実施に当たっての設定条件、事前準備

→ 情報・データの収集、測定・分析の実施方法等

労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会港湾労働専門委員

会（平成１５年６月～平成１６年２月）実 施 時 期

評 価 期 間

労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会



（平成１５年１２月、平成１６年２月）

（ ）港湾雇用安定等計画案諮問 平成１６年２月

（ ）港湾雇用安定等計画案答申 平成１６年３月

労働政策審議会職業安定分科会（平成１６年１月、３月）

（報告書提出 平成１６年１月）

（ ）省令案要綱等諮問・答申 平成１６年３月

以下の４点を中心に評価を行うこととした。

１ 港湾労働者派遣制度評 価 対 象

２ 港湾雇用秩序維持対策

３ 港湾労働者の雇用改善

４ 港湾労働者の職業能力開発

・港湾労働者の雇用の安定その他の港湾労働者の福祉の増進

・港湾労働を取り巻く環境の変化を踏まえた港湾労働力の確保評 価 項 目

・ 平成１５年６月～平成１６年２月において、労働政策審議会（港湾評価に際して

労働専門委員会）において、制度見直しを検討した。収集した情報

・データ及び

・ また、平成１５年７月に、港湾運送事業の雇用の実態を把握するた各種の評価手

め、以下の内容の調査を行い、調査結果を労働政策審議会（港湾労働法を用いてこ

専門委員会）へ提出し、制度見直しのための検討の材料とした。れらについて

１ 調査名行った分析・

港湾運送事業雇用実態調査測定の内容

２ 調査対象

港湾労働法第２条第１項第１号の規定に基づく港湾（東京港、横

浜港、名古屋港、大阪港、神戸港及び関門港）において、港湾労働

法第２条第１項第２号の規定に基づく港湾運送の業務を行うすべて

の事業所

３ 調査項目

( ) 事業所の属性に関する事項1
( ) 港湾運送事業量に関する事項2
( ) 常用労働者の労働条件に関する事項3
( ) 港湾派遣労働者及び日雇労働者の利用に関する事項4
( ) 荷役の波動性に関する事項5
( ) 教育訓練の実施に関する事項6

３ 評価結果のとりまとめ

１ 港湾労働者派遣制度

港湾労働者派遣制度については、着実に定着してきているといえる評 価 結 果

ものの、①港湾労働法適用事業所に占める港湾労働者派遣制度の許可

取得事業所の割合は、平成１５年１０月１日現在で２８．９％（厚生

労働省調べ）にとどまっており、また、②平成１４年度における港湾



労働者の月平均就労延べ数全体に占める就労延べ数の割合は、港湾労

働者派遣制度が０．３％（厚生労働省調べ）であるのに対し、日雇労

働者は１．９％（厚生労働省調べ）であるなど、港湾労働者派遣制度

のより一層の有効活用の促進及びそれによる港湾の雇用秩序維持の推

進を図ることが必要。

このため、港湾労働者派遣制度について次の改善を行うべき。

① 港湾労働者派遣制度については 派遣就業をする日数について １、 「

人１月につき５日」と上限が設けられているところであるが、当該

制度の有効活用の促進の観点から、専ら派遣を事業とする事業主及

び専ら派遣就業のみに従事する労働者が生ずることのないようにす

る等、当該制度の趣旨を損なうことのないよう留意しつつ、関係労

使の意見等を踏まえ、その上限を「１人１月７日」に緩和すべき。

② また、港湾労働者派遣制度に係る許可・届出等に係る手続きをで

きる限り簡素化すべき。

２ 港湾雇用秩序維持対策

港湾運送の現状を踏まえると、港湾における雇用秩序の維持に関し

ては、現行の基本的な枠組みを維持しつつ、上記１のような措置をと

ることにより、港湾労働者派遣制度を更に有効に機能させることを通

じて推進していくことを基本とすべき。

港湾労働者派遣制度の機能が有効に発揮されるためには、派遣先の

ニーズに十分対応できる労働者が派遣元から派遣されることが重要で

あり、それが労働安全衛生の確保にもつながるものである。

このため、①派遣先が派遣を求める際には具体的な業務の内容が分

かるものとすること及び②派遣就業中の労働者の労働安全衛生の確保

は派遣先もまた責任を有することについて徹底を図ることが必要。

また、港湾労働者雇用安定センターにおいては、港湾労働者派遣契

約の締結のあっせんに際し、これまで以上に、港湾派遣労働者に従事

させようとする業務の内容等をきめ細やかに確認するなど、その機能

の充実を図ることが必要。

さらに、港湾労働者からの申告に対する迅速な対応、効果的な現場

パトロール及び立入検査等を引き続き的確に実施し、違法就労の防止

を図っていくことが必要。

３ 港湾労働者の雇用改善

平成１４年８月の港湾労働者の実労働時間は１日平均８．８時間、

年間換算で２，２３９時間（屋外労働者職種別賃金調査）となってお

、 ，り 平成１４年の全産業における労働者の年間総実労働時間である１

８２５時間（毎月勤労統計調査）に比して長くなっており、平成１１

年と比べ１１３時間長くなっている。また、平成１５年６月３０日現

在で何らかの形で週休二日制を導入している６大港の港湾運送事業所

の割合は７９．９％（港湾運送事業雇用実態調査）となっており、平

成１５年１月１日現在の全産業における何らかの週休二日制の導入割

合である８８．４％（就労条件総合調査）に比して導入率が低くなっ

ている。

、 、 、また 平成１５年６月３０日現在で ６大港の港湾運送事業所うち



港湾のフルオープン化に伴い、平日における早朝荷役、日曜・祝日に

おける夜間・早朝荷役が「大幅に」又は「ある程度」増加していると

回答している事業所の割合は１０．６％にとどまっており、交代制勤

務を導入している事業所の割合も７．５％にとどまっている（いずれ

も港湾運送事業雇用実態調査）が、税関の執務時間外における通関体

制の本格的実施が開始されるなど、今後、日曜・夜間荷役が増加する

ことが考えられる。

このため、港湾のフルオープン化等による日曜・夜間荷役の増加に

伴い、労働環境の悪化が生じることがないよう、必要な指導を行うと

ともに、関係者が協力して必要な福祉対策の実施に努めるほか、日曜

・夜間荷役が継続的に実施される場合には、労使間の協議に基づき、

交替制勤務の導入等による適切な雇用管理の実施を図り、共同受注・

共同就労の増加等に対応して事業主が協力して労働安全衛生対策を講

ずる等、港湾労働を取り巻く環境の変化に的確に対応した労働環境の

整備を図るべき。

４ 港湾労働者の職業能力開発

教育訓練については、平成１４年７月１日から平成１５年６月３

０日までの１年間に六大港の港湾運送事業所の６１．６％が社内又は

委託による教育訓練を実施した（港湾運送事業雇用実態調査）ほか、

港湾職業能力開発短期大学校をはじめとする公共職業能力開発施設や

港湾技能研修センターにおいて、港湾運送業務に係る職業訓練の実施

や講師の派遣、施設の提供等が積極的に行われ、一定の成果を上げて

いるが、近年、コンテナ輸送の増大等、港湾における輸送革新はより

一層進展しているところであり、それに対応した教育訓練を積極的に

実施していくことが重要。

このため、事業主による技術革新の進展等に対応した教育訓練の実

施促進を図るほか、公共職業能力開発施設及び港湾技能研修センター

においては、荷役機械の技術革新の進展等に合わせた訓練設備の整備

や現場実習の積極的な実施などにより、事業主のニーズに合った教育

訓練の実施に努めることが必要。また、共同受注・共同就労の増加に

対応して事業主が協力して教育訓練を実施するなどの対応が求められ

る。

平成１５年１２月３日に港湾労働専門委員会においてとりまとめられ

た港湾労働専門委員会報告書を基に、港湾労働法施行規則の一部を改正結果の取りまと

する省令案要綱等を策定し、平成１６年３月９日に開催された労働政策めに当たって講

審議会に諮問し、同日 「妥当と認める」との答申を得た。じた措置 、

また、港湾雇用安定等計画案を策定し、平成１６年２月２４日に労働

政策審議会に諮問し、平成１６年３月９日「妥当と認める」との答申を

得た。

４ 評価結果の公表

「港湾労働専門委員会報告書 （平成１５年１２月３日とりまとめ）」



報 告 書 等

「港湾労働法施行規則の一部を改正する省令案要綱等 （平成１６年３」

月９日諮問・答申）

５ 評価結果を受けて講じようとする措置

港湾労働法施行規則の一部を改正する省令及び平成１２年労働省告示第

７６号（港湾労働法第１４条第１項第２号ロの規定に基づき厚生労働大措 置 内 容

臣が定める日数を定める件）の一部を改正する告示の制定 港湾労働者、

派遣制度に係る許可基準の一部改正並びに港湾雇用安定等計画の策定

〔要綱は別紙１、計画は別紙２〕

６ その他

労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会港湾労働専門委員

会〔名簿は別紙３〕評価の実施体制




